
令和８年第３回福山市議会定例会

 企  画  財  政  局

      －  高めあう  人権感覚   確かな未来  －

補正予算（２次分）議案説明資料　



 



令和８年度各会計補正予算現況調（２次分）

一般会計
（歳入）     （単位：千円）

補 正 予 算 額 補 正 予 算 額

（１次分） （２次分）

(1) 市 税 79,008,274 79,008,274

(2) 地 方 譲 与 税 1,624,000 1,624,000

(3) 利 子 割 交 付 金 167,000 167,000

(4) 配 当 割 交 付 金 590,000 590,000

(5)
株式等譲渡所得割
交 付 金

784,000 784,000

(6) 法人事業税交付金 1,247,000 1,247,000

(7) 地方消費税交付金 13,438,000 13,438,000

(8)
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

43,000 43,000

(9) 環境性能割交付金 10,000 10,000

(10) 地 方 特 例 交 付 金 872,000 872,000

(11) 地 方 交 付 税 27,344,000 27,344,000

(12)
交通安全対策特別
交 付 金

50,000 50,000

(13) 分担金及び負担金 155,322 155,322

(14) 使用料及び手数料 3,567,151 3,567,151

(15) 国 庫 支 出 金 42,091,656 42,091,656

(16) 県 支 出 金 17,642,519 61,320 17,703,839

(17) 財 産 収 入 1,304,472 1,304,472

(18) 寄 附 金 478,250 478,250

(19) 繰 入 金 3,769,414 144,590 3,914,004 財政調整基金繰入金

(20) 繰 越 金 10 10

(21) 諸 収 入 4,849,832 4,849,832

(22) 市 債 8,664,100 8,664,100

207,700,000 61,320 144,590 207,905,910歳    入    合    計

備      　　　  考  区              分 補正後の予算額補正前の予算額
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一般会計
（歳出）     （単位：千円）

補正前の予算額 補 正 予 算 額 補 正 予 算 額 補正後の予算額 備    　　　    考

（１次分） （２次分）

(1) 議 会 費 803,551 803,551

(2) 総 務 費 21,233,589 21,233,589

(3) 民 生 費 100,021,067 88,000 100,109,067 子育て世帯生活支援給付事業費

(4) 衛 生 費 15,976,187 15,976,187

(5) 労 働 費 625,318 625,318

(6) 農林水産業費 2,738,530 2,590 2,741,120 漁業用燃油価格高騰対策事業費

(7) 商 工 費 3,777,875 54,000 3,831,875 経営環境対応支援事業費

(8) 土 木 費 17,223,666 17,223,666

(9) 消 防 費 6,431,832 6,431,832

(10) 教 育 費 23,649,152 61,320 23,710,472

(11) 災 害 復 旧 費 281,000 281,000

(12) 公 債 費 14,483,233 14,483,233

(13) 諸 支 出 金 305,000 305,000

(14) 予 備 費 150,000 150,000

207,700,000 61,320 144,590 207,905,910

特別会計の計 99,827,981 886,575 100,714,556

企業会計の計 89,909,451 89,909,451

189,737,432 886,575 190,624,007

397,437,432 947,895 144,590 398,529,917 １会計補正

特別・企業会計の計

全 会 計 総 合 計

歳   出   合   計

  区               分
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     　　　令 和 ８ 年 度 補 正 予 算 （２次分） の 概 要

○ 補正予算額    （単位 ： 千円）

207,700,000

99,827,981

89,909,451

397,437,432

○ 補正事由

　　中東情勢を受けた国の補正予算を踏まえ、市民生活や経済活動に支障が

　生じないよう、経済的困難を抱える子育て世帯を対象とした給付金の支給など、

　市民や事業者に対する支援を実施するもの

○ 内訳

【物価高騰対策分】

　（市単独事業）

・ 88,000

経済的困難を抱える子育て世帯に対し、物価高騰による負担を軽減するための給付
金を支給するもの
　給付金　75,000    事務費 13,000
　対象者　令和8年度住民税非課税又は住民税均等割のみ課税となる世帯で、
　　　　　平成20年4月2日以降に生まれた児童を扶養する子育て世帯
　　　　　（令和9年3月31日までに出生した児童を扶養する子育て世帯を含む）
　給付額　児童1人当たり　1万円

144,590

企 業 会 計 89,909,451

全 会 計 合 計 947,895 144,590 398,529,917

子育て世帯生活支援給付事業費

一 般 会 計 61,320 144,590 207,905,910

特 別 会 計 886,575 100,714,556

区         分 補正前の予算額
補   正   予   算   額

補正後の予算額
１  次  分 ２  次  分
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・

・

原材料等の価格高騰や調達の不安定化など、経営環境の変化に直面する中小事業者
等に対し、価格転嫁や調達先の見直しなどの取組を支援するもの
　補助金　　45,000　事務費　9,000
　対象者　　市内中小事業者、社会福祉法人等
　対象経費　調査費、専門家謝金等
　補助額　　上限30万円（補助率1/2）
　対象期間　令和8年4月～令和9年3月（12か月）

対象者　  市内漁協の正組合員で漁船を個人で所有又は使用している者
　　　　　（※国の支援策の対象者を除く）　70人
補助額　  燃料費高騰相当額の1/2
対象期間　令和8年4月～9月（6か月）

経営環境対応支援事業費 54,000

漁業用燃油価格高騰対策事業費 2,590
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